
はじめに

2021年6月に「育児・介護休業法」が改正されました。改正の目的は、出産・
育児を理由とする労働者の離職を防ぎ、希望に応じて男女ともに仕事と育児を
両立できるようにする点にあります。厚生労働省が2021年度に集計した雇用
均等基本調査によると、女性の育児休業取得率は85.1％であるのに対し、男
性の育児休業取得率は13.97％でした。急速に進む少子化の流れからこのまま
では社会保障制度が立ちいかなくなってしまう状況にあり、次世代を担う子ど
もたちを安心して生み育てるための環境を整えることが急務となっています。
このような状況を踏まえ、2021年6月の法改正では、男性の育児休業取得促
進のために「産後パパ育休（出生時育児休業）」制度が創設されたり、妊娠・
出産の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認の措置の義務付けなど
がなされました。これらの新制度は2022年4月1日から段階的に施行されて
います。

本書を手に取られた方は、企業の実務担当者の方が多いことでしょう。産前
産後休業と育児休業取得に関する業務は多岐に渡り、法改正も多いため、煩雑
を極めています。本書は、これから初めて実務をされる方はもちろん、実務を
ある程度こなされているベテランの方も基礎知識を整理し、実務に対応できる
内容になっています。書式の記入例も載せているので、実践的なものになって
いるでしょう。

社内の育児休業の取得を促すためには、出産・育児をする従業員への支援が
必要です。そこで本書には、それらの休業制度を従業員向けにわかりやすく説
明した「ワークルールブック」も載せております。本書と併せて活用して、従
業員の方たちが働きやすい環境を整えてくだされば幸いです。

2023年4月
女性と男性の働き方研究会
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Chapter1

会社は、育児をする必要がある従業員を支援し、仕事と家庭を
両立できる環境を整備しなければなりません。これは育児・介護
休業法で定められています。
厚生労働省の雇用均等基本調査（2021年度）によると、女性
の育児休業取得率は85.1％に達しました。過去10年ほど8割台
で推移しており、約7割の女性が第1子出産後も就業継続してい
る、という調査結果が出ているものの、「仕事と育児の両立が難
しい」「家事・育児に時間を割きたい」などの理由から妊娠・出
産を機に退職する女性もいます。
そこで政府は、2022年4月1日より、育児休業を取得しやす
い雇用環境整備、個別の周知・意向確認の措置を義務化しました。
女性に限らず、男性も仕事と育児を両立できるように、会社は雇
用環境を整備したり、本人や配偶者の妊娠・出産の申出をした従
業員に対して個別面談などをしなければなりません。

女性が妊娠し、出産することは心身ともに大きな負担を伴う出
来事です。妊娠初期から心も体もデリケートになるため、出産前
後は母体および胎児を含む子どもを保護する必要があります。そ
のため、労働基準法に限らず、男女雇用機会均等法や育児・介護
休業法などでも、妊娠・出産・育児をサポートするための規定が
定められています。
男女ともに育児をしやすい環境を整えるためには、会社ごとに
実情にあった施策を取らなければならないのです。

国をあげて仕事と育児の両立をサポート

育児・介護休業法　
育児・介護に携わる
従業員について定め
た法律。2021年6
月 に 改 正 さ れ、
2022年4月1日か
ら段階的に施行して
いる。

会社も妊娠した女性の健康に配慮を

労働基準法　
労働条件の最低基準
を定めている法律。

男女雇用機会均等法　
職場における男女の
差別を禁止し、男女
とも平等に扱うこと
を定めた法律。

女性の育児休業取得率の推移

第1子出産後の女性の就業変化

出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」より編集部作成

出所：国立社会保障・人口問題研究所「第16回出生動向基本調査（夫婦調査）」より編集部作成
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推移している
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働く男女の育児をサポート

妊娠した女性の心身の変化を
ケアする法律がある01
会社は妊娠した女性従業員のことをケアしなければならない
男性の育児休業取得も促進させる必要がある

015014

産
前
産
後
休
業
・
育
児
休
業
の
基
礎
知
識

第
１
章



Chapter2

厚生労働省によると、2021年度の育児休業取得率は女性が
85.1％だったのに対して、男性は13.97％と低い取得率でした。
また、急速に進む少子化の流れから社会保障制度が立ち行かなく
なってしまう状況にあり、次世代を担う子どもたちを安心して生
み育てるための環境を整えることが急務となっています。
このような状況を踏まえ、「男性育休」の取得推進の検討が進
み、2021年6月3日、「改正育児・介護休業法」が賛成多数で可決・
成立され、2022年から改正が実施されました。

国際的に、夫の家事・育児時間が長いほど妻の継続就業割合が
高く、第二子以降の出生割合も高い傾向にある一方で、日本にお
ける6歳未満の子どもを持つ男性の家事・育児関連時間は1時間
程度と、国際的に見て低水準にあります。こうした状況を踏まえ、
女性の仕事と子育ての両立の負担を軽減し、女性の継続就業を図
るため、また、男性の子育ての重要な契機とするために、政府は
男性の育児休業の取得を促進しているのです。
2019年12月には「第2期『まち・ひと・しごと・創生総合戦
略』」が閣議決定され、2025年までに男性の育児休業取得率30

％を目標にするとしています。なお、育児休業は育児・介護休業
法に基づく従業員の権利です。そのため、性別問わず従業員から
申出があった場合には、会社は法律で定められた通りもしくは法
律を上回った要件で認めなければなりません。申出を拒否するこ
とは明確な法律違反となります。

国が行う子育ての環境整備

国際的に見た日本の現状

まち・ひと・
しごと・創生　
人口急減・超高齢化
という大きな課題に
対し、将来にわたっ
て成長し続けられる
活力のある日本社会
を維持するために政
府が一体となって行
う政策のこと。

男性の育児休業取得率

国際的にみる男性の家事・育児関連時間
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出所：厚生労働省「雇用均等基本調査」より編集部作成

出所：総務省「社会生活基本調査」より編集部作成

日本 アメリカ イギリス フランス ドイツ スウェーデン ノルウェー

■家事関連時間全体　　■全体のうち育児の時間

同年度の女性の
育児休業取得率は

85.1％

日本は国際的に遅れている!?

政府が男性育児休業を推進する
目的と理由01
男性の育児休業の取得を促すことが少子化対策につながる
日本の男性の育児時間は国際的に見て低水準である
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Chapter3

本書では、厚生労働省が公開しているパンフレット「就業規則
への記載はもうお済みですか─育児・介護休業等に関する規則の
規定例─［詳細版］」にある「育児・介護休業等に関する規則の
規定例」に準拠して、規定を理解するために必要な知識を解説し
ます。
育児・介護休業法の内容はかなり詳細であるため、就業規則と
は別に「育児・介護休業規程」などとして独立した規程を整備し
ましょう。就業規則の本則には「育児休業や介護休業等に関する
事項の詳細は育児・介護休業規程で定める」とだけ記載するケー
スが多くなっています。
育児・介護休業規程では、育児休業や介護休業の制度をはじめ
としたさまざまな制度について規定しています。それらの規定を
ここでは11の章に分けて作成していきます。また、会社独自の
育児・介護休業制度を設定している場合は、その内容も漏れなく
記載するようにします。規定例はあくまでも一つの例です。必ず
しもこの通りである必要はないので、実際の規定は事業所の実態
にあったものとしてください。
また、すでに社内で育児・介護休業規程を定めている場合でも、
現行の育児・介護休業規程と2021年6月以降の法改正の内容に
矛盾しているポイントはないかなど、改正後の内容と比較して確
認してください。

厚生労働省の規定例をもとに策定

就業規則　
労働者の給与や労働
時間などの労働条件
や、社内の規律やル
ールを定めて書面に
したもの。常時10
人以上の従業員を使
用する会社は就業規
則を作成し、所轄の
労働基準監督署に届
出なければならない。

1992年4月1日に施行された育児休業法ですが、当時は従業員数が常時30人以上
の事業所を適用の対象としていました。その3年後、1995年4月1日に改正され、
現在の「育児・介護休業法」となり、育児休業制度が法制化されました。またこの
ときから従業員数にかかわらず、すべての事業所が法律の適用対象となりました。

育児・介護休業法の歴史
MEMO

これまでの法改正のポイント

No. 内容 施行の時期 チェック

1 子の看護休暇が半日単位で取得できるようになった

2017年1月1日2 育児休業などの対象となる子に、特別養子縁組の監護期間中の子、
養子縁組里親に委託されている子なども加わった

3 マタハラを防止する措置を講じなければならない

4 育児休業について保育所に入れない場合など最長2歳までの再延
長が可能になった

2017年10月1日
5 No．4に合わせ育児休業給付金の給付期間が2歳までになった

6 子どもが生まれる予定の従業員に育児休業などの制度を個別に知
らせるように努める

7 育児目的休暇の導入を促進しなければならない

8 子の看護休暇を1時間単位で取得できるようになった 2021年1月1日

9 育児休業を取得しやすい雇用環境の整備が義務化された

2022年4月1日10 妊娠・出産（本人または配偶者）の申出をした労働者に対する個
別の周知・意向確認の措置を講じる

11 有期雇用労働者の育児・介護休業取得の要件が緩和された

12 産後パパ育休（出生時育児休業）が創設された
2022年10月1日

13 育児休業の分割取得が可能になった

現行の社内規程と照らし合わせて確認！

法の改正内容に合わせて変更

育児・介護休業規程を
整備する01
改正された法に合わせて変更する
法改正の内容が反映されているかどうか確認する
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Chapter4
社内様式１

（出生時）育児休業申出書

殿

［申出日］ 年 月 日

［申出者］所属

氏名

記

１育児・介護休業等に関する申出

１ 休業に係る子の

状況
（ ）氏名

（ ）生年月日

（ ）本人との続柄

（ ）養子の場合、縁組成立の年月日 年 月 日

（ ） の子が、特別養子縁組の監護

期間中の子・養子縁組里親に委託

されている子・養育里親として委

託された子の場合、その手続きが

完了した年月日

年 月 日

の子が生まれて

いない場合の出産

予定者の状況

（ ）氏名

（ ）出産予定日

（ ）本人との続柄

出生時育児休業

休業の期間
年 月 日から 年 月 日まで

（職場復帰予定日 年 月 日）

※出生時育児休業を２回に分割取得する場合は、１回目と２回目を一括で申し出ること

年 月 日から 年 月 日まで

（職場復帰予定日 年 月 日）

申出に係る

状況

（ ）休業開始予定日の 週間前

に申し出て

いる・いない→申出が遅れた理由

〔 〕

（ ） の子について出生時育児

休業をしたことが（休業予定

含む）

ない・ある（ 回）

（ ） の子について出生時育児

休業の申出を撤回したことが

ない・ある（ 回）

１歳までの育児休業（パパ・ママ育休プラスの場合は１歳２か月まで）

休業の期間
年 月 日から 年 月 日まで

（職場復帰予定日 年 月 日）

※１回目と２回目を一括で申し出る場合に記載（２回目を後日申し出ることも可能）

年 月 日から 年 月 日まで

（職場復帰予定日 年 月 日）

私は、育児・介護休業等に関する規則（第３条及び第７条）に基づき、下記のとおり育児休業の申出を

します。

「育児休業申出書」とは、育児休業または出生時育児休業の取
得の要件を満たす従業員が育児休業を申し出るため会社へ提出す
る書式です。期間内に、会社（総務部など）に届け出るよう従業
員へ周知しましょう。
申出の期間は、育児休業開始の1カ月前まで（延長と再延長の
申出の場合は2週間前まで）です。このとき、「2カ月前までに申
し出ること」といった具合に、会社独自に長い期間に変更するこ
とはできないので注意が必要です。
提出方法は、書面（FAX、書面にできる場合は電子メールなど）
です。育児・介護休業法施行規則で申出を行ったかどうかの紛争
を避けるために書面で行うことが規定されています。もし、従業
員から口頭で育児休業の申出があったら、書面での提出を求めま
しょう。
会社は従業員から育児休業申出書を受け取ったら、受理した旨
を「育児休業取扱通知書」で通知します。育児休業申出を受けた
日、育児休業開始予定日と終了日を育児休業の申出をした従業員
に通知しましょう。

育児休業申出書の2枚目では、提出先の記入欄を設けています
（142ページ参照）。申出書に提出先を記載することは義務ではあり
ませんが、提出期限やその他の提出方法（FAXや電子メールなど）
を認める場合は、その旨を明記しておくとよいでしょう。

育児休業申出書を提出してもらう

育児・介護休業法
育児や介護を行う従
業員が、仕事と家庭
を両立して働くこと
を支援するための法
律。2022年4月1
日から段階的な改正
が施行されている。

育児休業申出書の提出先などを明記する

育児休業に係る子どもが産まれて
いない場合はここへ記入する

青字：会社が記入
黒字：従業員が記入

育児休業申出書の記入例1枚目

佐藤　太郎
令和5

令和5
令和6

令和6

山田　結

山田　陽菜

経理部

代表取締役

令和5年1月27日
長女

1

3
1

1

31

25
29

26

01
「育児休業申出書」を従業員に提出してもらう
会社は「育児休業取扱通知書」で受理の通知を行う

延長や再延長は2週間前まで

育児休業申出時に使用する
育児休業申出書の記入例

141140
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Chapter5

産前産後休業や育児休業を取得した場合は従業員から労務の提
供が行われないときは、会社が給与を支払わないことが一般的で
す。その間の収入の補償として、従業員には「出産手当金」や「育
児休業給付金」などの給付金が支給されます。しかし、健康保険
や雇用保険に加入し、一定の要件（26、28ページ参照）を満た
していなければ給付対象にはなりません。
これらの給付金は産前産後休業や育児休業を取得すれば自動的
に適用になるわけではなく、すべて手続きをしなければなりませ
ん。たとえば、予定より早く休業から復帰する際にも終了届を提
出するなど、開始だけでなく終了のときも手続きが必要な場合が
あるので注意しましょう。これらの手続きで漏れが生じると、従
業員が給付金を受け取れないなどの不利益を被る可能性がありま
す。
また、正常分娩で出産する場合は健康保険が適用されず、出産
費用は全額自己負担になります。そこで、原則として一児につき
50万円の「出産育児一時金」が支給されるのですが、この給付
金は本人が手続きをします（180ページ参照）。

産前産後休業や育児休業中は社会保険に加入し続けることにな
りますが、申出を行うことで、健康保険料・介護保険料・厚生年
金保険料は会社・従業員ともに免除されます。
なお、雇用保険料は給与の額に雇用保険率を乗じて算出するた
め、給与が支給されないときには発生しません。

休業中に支給される給付金

正常分娩
帝王切開などの医学
的措置を行わずに、
自然の流れに沿って
出産する形態のこと。

保険料も免除の対象になる

会社が行う制度ではありませんが、出産に要する費用が必要な場合に利用できる無
利子の貸付制度があります。それが「出産費貸付制度」です。全国健康保険協会が
運用している制度で、出産育児一時金が支給されるまでの間、1万円単位で貸付を
受けられます。限度額は出産育児一時金支給見込額の8割相当額です。
対象となるのは、全国健康保険協会管掌健康保険の被保険者または被扶養者で、出
産育児一時金の支給が見込まれる従業員のうち、次の①もしくは②に該当する従業
員です。
①出産予定日まで1カ月以内の従業員
②妊娠4カ月（85日）以上の従業員で、病院・産院等に一時的な支払いを要する人
※同様の制度を実施している健康保険組合もあります。

出産費用を前借できる出産費貸付制度
MEMO

出産・育児に関する手続き一覧

時期 作成する書類 支給内容・
手続き内容 公的保険の種類 届出先

産前 出産費貸付金
貸付申込書※

出産育児一時金の8割相当額を
限度に1万円単位で、無利子で
借りられる

健康保険 協会けんぽ・
健康保険組合

産前・産後

産前産後休業
取得者申出書

産前産後休業期間に社会保険料
免除が受けられる

健康保険（介護保険含
む）・厚生年金保険

年金事務所・
健康保険組合

産前産後休業取得者
変更（終了）届

出産予定日と実際の出産日にず
れが生じた場合に提出する

健康保険（介護保険含
む）・厚生年金保険

年金事務所・
健康保険組合

産後・育児

出産育児一時金
支給申請書※

一児につき50万円（または
48万8000円）が支給される 健康保険 協会けんぽ・

健康保険組合
出産手当金
支給申請書

原則として（標準月額報酬÷
30）×2／3が支給される 健康保険 協会けんぽ・

健康保険組合
育児休業給付金
支給申請書

賃金日額の67％が支給される
（開始から181日以降は50％）雇用保険 ハローワーク

育児休業等
取得者申出書

子どもが1歳に達するまでの育
児休業期間中、社会保険料免除
が受けられる

健康保険（介護保険含
む）・厚生年金保険

年金事務所・
健康保険組合

被扶養者（異動）届 生まれた子どもを扶養に入れる
申請 健康保険 年金事務所・

健康保険組合

育児休業終了届 予定よりも早く復帰したときの
申請

健康保険（介護保険含
む）・厚生年金保険

年金事務所・
健康保険組合

養育期間標準報酬
月額特例申出書

子どもが3歳未満の間、勤務時
間短縮等の措置を受けたことに
よって標準月額報酬が低下した
場合でも、養育前の標準報酬月
額に基づく年金額を受け取るこ
とができる

厚生年金保険 年金事務所

 ※休業を取得する従業員本人が提出する書類

出産・育児中の収入を補償

出産や育児に関連する
主な社会保険の制度01
給付金の手続きは基本的に会社が行う
保険料の免除の手続きは必ず会社が行う
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